
国連勧告及び政府の見解について 

 

Ⅰ 市民的及び政治的権利に関する国際規約（自由権規約） 

（1966年採択、1976年発効、日本 1979年批准） 

第19条 

1 すべての者は、干渉されることなく意見を持つ権利を有する。  

2 すべての者は、表現の自由についての権利を有する。この権利には、口頭、手書き若しくは

印刷、芸術の形態又は自ら選択する他の方法により、国境とのかかわりなく、あらゆる種類の情

報及び考えを求め、受け及び伝える自由を含む。  

3 2の権利の行使には、特別の義務及び責任を伴う。したがって、この権利の行使については、

一定の制限を課すことができる。ただし、その制限は、法律によって定められ、かつ、次の目的

のために必要とされるものに限る。  

(a) 他の者の権利又は信用の尊重 (b) 国の安全、公の秩序又は公衆の健康若しくは道徳の保護  

第20条 

1 戦争のためのいかなる宣伝も、法律で禁止する。  

2 差別、敵意又は暴力の扇動となる国民的、人種的又は宗教的憎悪の唱道は、法律で禁止す

る。 

Ⅱ あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約 

（1965年採択、1969年発効、日本 1995年加入） 

第1条  

１ この条約において、「人種差別」とは、人種、皮膚の色、世系又は民族的若しくは種族的出

身に基づくあらゆる区別、排除、制限又は優先であって、政治的、経済的、社会的、文化的その

他のあらゆる公的生活の分野における平等の立場での人権及び基本的自由を認識し、享有し又は

行使することを妨げ又は害する目的又は効果を有するものをいう。 
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第2条  

１ 締約国は、人種差別を非難し、また、あらゆる形態の人種差別を撤廃する政策及びあらゆる

人種間の理解を促進する政策をすべての適当な方法により遅滞なくとることを約束する。このた

め、  

（a）各締約国は、個人、集団又は団体に対する人種差別の行為又は慣行に従事しないこと並び

に国及び地方のすべての公の当局及び機関がこの義務に従って行動するよう確保することを約

束する。  

（b）各締約国は、いかなる個人又は団体による人種差別も後援せず、擁護せず又は支持しない

ことを約束する。  

（c）各締約国は、政府（国及び地方）の政策を再検討し及び人種差別を生じさせ又は永続化さ

せる効果を有するいかなる法令も改正し、廃止し又は無効にするために効果的な措置をとる。  

（d）各締約国は、すべての適当な方法（状況により必要とされるときは、立法を含む。）によ

り、いかなる個人、集団又は団体による人種差別も禁止し、終了させる。 

第4条  

 締約国は、一の人種の優越性若しくは一の皮膚の色若しくは種族的出身の人の集団の優越性の

思想若しくは理論に基づくあらゆる宣伝及び団体又は人種的憎悪及び人種差別（形態のいかんを

問わない。）を正当化し若しくは助長することを企てるあらゆる宣伝及び団体を非難し、また、

このような差別のあらゆる扇動又は行為を根絶することを目的とする迅速かつ積極的な措置を

とることを約束する。このため、締約国は、世界人権宣言に具現された原則及び次条に明示的に

定める権利に十分な考慮を払って、特に次のことを行う。  

（a）人種的優越又は憎悪に基づく思想のあらゆる流布、人種差別の扇動、いかなる人種若しく

は皮膚の色若しくは種族的出身を異にする人の集団に対するものであるかを問わずすべての暴

力行為又はその行為の扇動及び人種主義に基づく活動に対する資金援助を含むいかなる援助の

提供も、法律で処罰すべき犯罪であることを宣言すること。  

（b）人種差別を助長し及び扇動する団体及び組織的宣伝活動その他のすべての宣伝活動を違法

であるとして禁止するものとし、このような団体又は活動への参加が法律で処罰すべき犯罪であ

ることを認めること。 



Ⅲ 自由権規約委員会 日本の第6回定期報告書審査の最終見解（2014年7月23日） 

Hate speech and racial discrimination 

12. The Committee expresses concern at the widespread racist discourse 
against members of minority groups, such as Koreans, Chinese or Burakumin, 

inciting hatred and discrimination against them, and the insufficient protection 
granted against these acts in the criminal and civil code. The Committee also 

expresses concern at the high number of extremist demonstrations authorised, the 
harassment and violence perpetrated against minorities, including against foreign 

students, as well the open display in private establishments of signs such as 
“Japanese only” (arts. 2, 19, 20 and 27). 

The State should prohibit all propaganda advocating racial superiority or hatred 

that incites to discrimination, hostility or violence, and should prohibit 
demonstrations that intended to disseminate such propaganda. The State party 

should also allocate sufficient resources for awareness-raising campaigns against 
racism and increase its efforts to ensure that judges, prosecutors and police officials 

are trained to be able to detect hate and racially motivated crimes. The State party 
should also take all necessary steps to prevent racist attacks and to ensure that the 

alleged perpetrators are thoroughly investigated and prosecuted and, if convicted, 
punished with appropriate sanctions. 

Ⅳ 人種差別撤廃委員会 日本の第7~9回定期報告書審査の最終見解（2014年8月28日） 

Hate speech and hate crimes 

11. The Committee is concerned about reports of the spread of hate speech including 
incitement to imminent violence in the State party by right-wing movements or 

groups which organize racist demonstrations and rallies against foreigners and 
minorities, in particular Koreans. The Committee is also concerned by reports of 

statements made by public officials and politicians amounting to hate speech and 
incitement to hatred. The Committee is further concerned by the propagation of 

hate speech and incitement to racist violence and hatred during rallies and in the 



media, including the Internet. Furthermore, the Committee is concerned that such 

acts are not always properly investigated and prosecuted by the State party (art. 4). 

Recalling its general recommendations No. 35 (2013) on combating racist hate 

speech, the Committee recalls that measures to monitor and combat racist speech 
should not be used as a pretext to curtail expression of protest. However, the 

Committee reminds the State party of the importance of safeguarding the rights of 
vulnerable groups in need of protection against racist hate speech and hate crimes. 

The Committee recommends, therefore that the State party take appropriate 
measures to: 

(a) Firmly address manifestations of hate and racism as well as incitement to racist 

violence and hatred during rallies; 

(b) Take appropriate steps to combat hate speech in media including the Internet; 

(c) Investigate and, where appropriate, prosecute private individuals as well as 

organizations responsible for such acts; 

(d) Pursue appropriate sanctions against public officials and politicians who 
disseminate hate speech and incitement to hatred; and 

(e) Address the root causes of racist hate speech and strengthen measures of 

teaching, education, culture and information, with a view to combating prejudices 
which lead to racial discrimination and to promoting understanding, tolerance and 

friendship among nations and among racial or ethnic groups. 

Ⅴ 人種差別撤廃委員会 一般的勧告 35（2013）人種差別的ヘイトスピーチと闘う 

・ヘイトスピーチと効果的に闘うためには、人種差別を禁止する民法・行政法・刑法にまたがる

包括的な立法が不可欠 

・犯罪とする人種主義的表現形態は重大なものに限定、罪刑法定主義、均衡性・必要性の原則の

重視 

・ジェノサイドや人道に対する罪の否定・正当化は法律によって処罰しうる犯罪。歴史的事実に

対する意見の表明は処罰・禁止されるべきではない 



・犯罪化に際して考慮すべき要素は、スピーチの内容と形態、経済的・社会的及び政治的風潮 

・4条の留保が維持されている場合、締約国はその留保の必要性、性質、範囲、国内法及び政策

への影響、撤回に向けての計画を提供しなければならない 

Ⅵ ラバト行動計画（2012）「国連人権高等弁務官年次報告書 2013」 

・3つの表現のカテゴリーに明確な区別が必要：犯罪を構成する表現、刑法で罰することはでき

ないが民事裁判や行政による制裁がなされうる表現、寛容や他者の権利の尊重に関して憂慮すべ

き表現 

・表現の自由の制約のための合法性・比例原則・必要性テストの厳格な適用 

・ある表現が犯罪を構成するためには、文脈、発言者、意図、内容と形式、言語行為の範囲、切

迫の度合いを含む結果の蓋然性の検討が必要 

Ⅶ 日本政府の対応 

・人種差別撤廃条約 4条(a)(b)の留保理由 

① 同条項は、さまざまな場面における様々な態様の行為を含む非常に広い概念を規定して

おり、そのすべての場合を刑罰法規をもって規制することになれば、例えば、文明評論

や政治評論などの正当な言論を不当に制約することになるおそれがある。 

② この規定が定める諸概念を刑罰法規の構成要件として用いることについては、刑罰の対

象となる行為とそうでないものとの境界が明確でなく、罪刑法定主義に反するおそれが

ある。 

・自由権規約委員会からの質問事項に対する日本政府回答 

  http://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000031106.pdf  問 10 

・人種差別撤廃条約日本政府定期報告書（2013） 

  http://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000023044.pdf  第 4条 
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